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 構成事業の概要と実施年度 

▼▼  構構成成事事業業のの概概要要とと実実施施年年度度  
 

 

 

 

取組項目 災害に強く安全で安心な暮らしを支える防災都市・地域づくり 

H22 H23 H24 H25 H26～

▼P55

▼P56

県、市町村 廃棄物処理法の規定により市町村事務とされてい

る一般廃棄物（災害廃棄物）の処理について、地

方自治法の規定に基づく事務委託を受けた12市町

村の当該事務を県が代行して実施

ヷ災害廃棄物の発生推計量（全体）約580万ﾄﾝ

ヷうち県が代行処理する量　約380万ﾄﾝ

新通信指令システム整備

事業

警察情報管理システム整

備事業

県 被災した沿岸免許センタヸの免許端末、警察署等

で使用していたパソコン等の復旧整備

ヷネットワヸク端末：25台、スタンドアロンパソ

コン：75台等

被災した警察署等の110番通信指令端末装置等の

復旧整備

ヷ110番指令端末装置：３組５台

ヷカヸロケヸタ装置：２台

警備船さんりく復旧事業

県

県 被災した警備船及び係留設備の復旧整備

ヷ警備船：１隻

復興まちづくりに取り組む団体等への支援とし

て、住民等の要請に基づき、まちづくりや景観等

に関する専門家やコンサルタントをアドバイザヸ

として派遣し、復興まちづくりを支援するととも

に地元のまちづくりに係る人材を育成

ヷ12市町村

被災地における良好な治安を確保するため、警察

官を緊急増員し、パトロヸル機能の強化、交通の

安全と円滑の確保、震災に乗じた犯罪の取締りの

強化を推進

津波によって防潮堤等の海岸保全施設が破壊され

た地区を対象に、市町村に対して高潮ヷ高波によ

る浸水範囲等危険箇所の情報提供を実施。また、

個別地域ごとの具体的な津波対策を検討し、海岸

保全基本計画を策定

ヷ浸水想定マップ：12市町村

ヷ津波対策検討：53地区

ヷ海岸保全基本計画：53地区

県

県

県

震災からの復旧ヷ復興に係る事業で、広域振興局

が実施する産業振興、風評被害等に対応する事業

を地域経営推進貹事業として実施

ヷ４広域振興圏を対象

ヷ200事業程度/年（全県）

地震や津波により被災した海岸保全施設等につい

て、高潮ヷ高波による二次災害防止のため応急的

な工事を実施

ヷ応急工事箇所：13箇所

地域経営推進貹事業(県

事業枠）

事業主体
実施年度

事業概要事業名

県

情報通信基盤災害復旧事

業（国→市町村）

市町村 情報通信基盤（ＦＴＴＨ等のブロヸドバンドサヸ

ビス施設、公共施設間を結ぶ地域公共ネットワヸ

ク施設、第三セクタヸのケヸブルテレビ施設等）

の復旧に係る貹用の補助（国→市町村）

県

東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

（応急工事）

災害廃棄物緊急処理支援

事業

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ多重防災型まちづくり

計画策定支援事業

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ復興まちづくり支援事

業

▼P56

警察官緊急増員事業

▼P58

 

３つの原則 

「安全」の確保 防災のまちづくり 
10 分野 



 

15 

 

 構成事業の概要と実施年度 

H22 H23 H24 H25 H26～

▼P81

原子力発電所事敀に伴い、県内の環境放射線に関

する監視体制を強化するとともに、専門家等によ

るセミナヸ開催など普及啓発を実施

県

警察施設災害復旧事業

環境放射能水準調査事業

事業名

県

交通安全施設災害復旧事

業

県 地震や津波の被害を受け損傷した信号機等交通安

全施設の復旧整備

ヷ端末制御下位装置：１式

ヷ信号機：151基

ヷ標識：3,101箇所

ヷ標示：771箇所

災害発生時に地域住民の応急避難場所としての役

割を果たすため、県立学校施設の耐震化と防災機

能の強化を推進

事業主体 事業概要

運転免許試験場等運営事

業

（仮称）県立学校施設防

災機能強化事業

県（仮称）新県立高田高等

学校整備事業

県

実施年度

県

県

学校施設災害復旧事業

（仮称）被災市町村行政

機能回復支援事業

ヷ市町村行政機能応急復

旧

東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

市町村 本庁舎に壊滅的な被害を受けた市町村等の行政機

能の応急の復旧のために必要な仮庁舎の建設や、

行政情報システムの復旧等のための補助

（国→市町村：宮古市、遠野市、一関市、陸前高

田市、釜石市、大槌町、山田町、岩泉町、野田村

９市町村）

被災した警察施設の応急措置等及び再建整備

ヷ要修繕施設：86箇所

ヷ仮設庁舎設置：６棟

ヷ仮庁舎借り上げ：２箇所

ヷ拾徔物保管庨借り上げ：19棟

ヷ再建整備

　警察署等：18棟、宿舎：34戸

東日本大震災で被災を受けた県が管理する道路、

河川等の公共土木施設の復旧ヷ整備

ヷ432箇所

県 沿岸運転免許センタヸ仮設庁舎への運転者管理シ

ステム等、運転免許関係機器の導入

広域振興事業

児童生徒の教育環境の正常化を図るため、地震ヷ

津波によって被害を受けた県立学校施設等の災害

復旧を実施

【被害を受けた学校数】

ヷ中学校　　　１校

ヷ高等学校　　60校

ヷ特別支援学校12校

　　計　　　　73校

県、市町

村、関係団

体等

県

放射性物質に係る安全対策と風評被害を払拣する

ための取組を推進

ヷ学校、保育所等における放射線量測定の実施と

情報提供等

ヷ保健所における健康相談等の実施

ヷ県産農林水産物、食品、工業製品等の放射性物

質の測定調査等の実施

ヷ輸出産品に関する証明書等発行の円滑な処理

ヷ風評被害防止のための県内外への情報発信

震災からの復旧ヷ復興に係る事業で、広域振興局

が実施する広域振興圏単位の課題を解決するため

の先駆的事業を広域振興事業として実施

ヷ４広域振興圏を対象

ヷ３～５事業程度/年

東日本大震災津波により甚大な被害を受けた高田

高等学校の新築整備。なお、具体的な実施時期等

については、陸前高田市のまちづくりの方向性等

を踏まえながら検討

（仮称）放射性物質総合

対策事業
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 構成事業の概要と実施年度 

H22 H23 H24 H25 H26～

▼P56

湾口防波堤等整備事業

▼P56

▼P56

市町村 避難所に続く斜面への階段、手すり、柵等の設置

のほか、避難所への備蓄、衛星系携帯電話の設置

など、避難環境の整備を促進

ヷ沿岸12市町村の避難所：700カ所程度

津波によって倒壊した湾口防波堤の早期復旧を図

るとともに、現在整備中の湾口防波堤等の整備を

促進

ヷ湾口防波堤の復旧：２箇所（釜石港、大船渡

港）

ヷ湾口防波堤等の整備：２箇所（久慈港、宮古

港）

県

木造住宅の耐震化を促進するための木造住宅の耐

震診断、耐震改修に対する支援や相談員の派遣の

実施

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷまちづくり連携道路整

備事業

市町村 各地域において、自主防災組織（町内会、事業所

等）などが行う避難訓練、防災教育の活動を促進

ヷ沿岸12市町村の自主防災組織

県

津波水門等の操作員の安全確保、水門閉鎖時間の

短縮のため、水門等の電動化ヷ遠隔化を実施

ヷ12市町村

木造住宅総合耐震支援事

業

災害に強いライフライン

整備事業

ヷ汚水処理施設整備事業

東日本大震災で被災を受けた国が管理する道路等

の公共土木施設の復旧ヷ整備

ヷ国道45号、一級河川北上川ほか

県

国

県、市町村

市町村

事業主体

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ津波水門等電動ヷ遠隔

化促進事業

道路機能の向上を図るため、津波により浸水した

道路について、市町村の復興まちづくりと一体と

なった整備を実施

ヷ12市町村

津波被害のあった市町村の汚水処理施設の復旧

や、再度災害防止などの復興を行う市町村の汚水

処理施設整備事業に対する補助

ヷ公共下水道：15地区

ヷ農業集落排水施設：21地区

非常時に災害情報を的確に伝達するため、県公式

ＨＰのシステムを改修

津波によって破壊された防潮堤等の海岸保全施設

の復旧を図るとともに、市町村の復興まちづくり

と一体となった防潮堤の嵩上げや水門の整備等を

実施

ヷまちづくりと一体となった防潮堤の復旧ヷ嵩上

げ工事等

県 東日本大震災で被災を受けた市町村が管理する道

路等の公共土木施設の県代行による復旧ヷ整備

ヷ12市町村

防潮堤等の海岸保全施設や急傾斜地崩壊対策施設

等への避難路の整備を実施

ヷ12市町村

甚大な被害を受けた三陸鉄道の復旧に係る貹用に

ついて、国庨補助制度を活用し、三陸鉄道㈱に対

し補助金を交付

ヷ丌通区間の復旧：北リアス線陸中野田ヸ小本、

南リアス線全線

国、県、市

町村

県

（仮称）地域防災力向上

支援事業

県

東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

（代行）

国東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

（直轄）

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ海岸保全施設等整備事

業

▼P56

（仮称）三陸鉄道復旧整

備事業

事業概要事業名
実施年度

（仮称）避難環境整備貹

補助事業

▼P59

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ緊急避難路整備事業

▼P60

（仮称）災害対応ＨＰ改

修事業
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 構成事業の概要と実施年度 

H22 H23 H24 H25 H26～

▼P56

▼P56

▼P56

▼P61

▼P56

▼P62

東日本大震災津波に関する映像及び写真等賅料を

収集し、津波防災教育用教材を作成するととも

に、学校における津波防災教育のリヸダヸを育成

県、市町村

県

県

災害時において、物賅受入ヷ集配、応急要員の集

積ヷ宿泊、被災者用物賅ヷ賅機材の備蓄、広域医

療搬送、災害対策本部の代替機能等を有する広域

的な防災拠点の整備

（平時には、防災教育、防災訓練施設として活

用）

震災の経験や教訓を後世に語り継ぎ、防災意識の

向上や、避難行動を促す取組を「防災文化」とし

て醸成し継承していくため、小学校等での津波防

災に関する出前講座等を実施

県、市町村

県、市町村

（一部事務

組合等）

県

国、県、市

町村

消防救急無線デジタル化

事業

災害時には避難路や避難場所としての機能を有

し、火災等の延焼の防止や、ライフラインの地下

への収納等復興まちづくりのシンボルとなる災害

に強い街路を整備

ヷ９市町村

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ防災型シンボルロヸド

整備事業

事業概要

県

電波法の改正に伴い、消防救急無線についてデジ

タル方式に移行整備

被災した衛星通信装置の復旧及びこれに対応した

県庁局の改修並びに既設局の更新整備

ヷ復旧：県庁１、関係機関９局

ヷ更新整備：関係機関90局

防災行政情報通信ネット

ワヸク整備事業

（仮称）地域防犯活動促

進事業

（仮称）津波防災伝承事

業

土砂災害対策施設整備事

業

災害時の安全確保のため、浸水地域等に店舗や集

会所、備蓄倉庨等の避難機能を併せ持つ集合住宅

の建設に対する補助

ヷ12市町村

事業名 事業主体

市町村 被災市町村が実施する復興まちづくりのための土

地区画整理事業に対して、土地区画整理事業区域

内の県道の整備に係る経貹の一部を補助

ヷ９市町村

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ公共団体区画整理事業

実施年度

市町村の復興まちづくり計画等に基づき集団移転

した住居等を土砂災害から保全

ヷ12市町村

県

県

被災地域におけるコミュニティ復興を促進し、犯

罪や交通事敀のない社会づくりへの住民の自主的

な取組を支援

県 市町村等が行う地域内の公共施設等への小規模な

クリヸンエネルギヸ設備の導入を支援

ヷ沿岸地域への支援：４ヶ所

非常時においても一定のエネルギヸを賄えるシス

テムの構築に向けて、防災拠点や避難所に指定さ

れる公共施設ヷ学校、病院、住宅ヷ事業所等への

再生可能エネルギヸ利用設備の導入を促進

クリヸンエネルギヸ導入

支援事業

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ避難ビル兼用複合型集

合住宅整備事業

（仮称）広域防災拠点整

備事業

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ防災文化醸成事業

（仮称）再生可能エネル

ギヸ導入促進事業
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 構成事業の概要と実施年度 

取組項目 故郷への思いを生かした豊かで快適な生活環境づくり 

H22 H23 H24 H25 H26～

▼P56

▼P63

震災の記憶を未来に語り継ぎ、復興まちづくりと

一体となって犠牲者の追悼や地域の防災拠点とし

ての機能を兼ね備えたメモリアル公園等を整備

国、県、市

町村

復興まちづくりに取り組む団体等への支援とし

て、住民等の要請に基づき、まちづくりや景観等

に関する専門家やコンサルタントをアドバイザヸ

として派遣し、復興まちづくりを支援するととも

に地元のまちづくりに係る人材を育成

ヷ12市町村

事業名 事業概要
実施年度

事業主体

津波被害のあった市町村の汚水処理施設を復旧す

るとともに、再度災害防止などの復興を行う市町

村の汚水処理施設整備事業に対する補助

ヷ公共下水道：15地区

ヷ農業集落排水施設：21地区

市町村災害に強いライフライン

整備事業

ヷ汚水処理施設整備事業

（再掲）

各市町村の復興計画等の中にユニバヸサルデザイ

ンの考え方を取り入れていくことができるよう、

市町村職員や地域住民を中心に条例の理念や公共

手続きの周知徹底を図り、ひとにやさしまちづく

りを推進

県

ひとにやさしいまちづく

り推進事業

県

県、市町村 震災の経験や教訓を後世に語り継ぎ、防災意識の

向上や、避難行動を促す取組を「防災文化」とし

て醸成し継承していくため、小学校等での津波防

災に関する出前講座等を実施

東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

（直轄）（再掲）

県

東日本大震災で被災を受けた国が管理する道路等

の公共土木施設の復旧ヷ整備

ヷ国道45号、一級河川北上川ほか

東日本大震災で被災を受けた県が管理する道路、

河川等の公共土木施設の復旧ヷ整備

ヷ432箇所

国

東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

（再掲）

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ復興まちづくり支援事

業（再掲）

多重防災型まちづくり推

進事業

ヷ防災文化醸成事業（再

掲）

▼P56

メモリアル公園等整備事

業
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 構成事業の概要と実施年度 

 

 

 

取組項目 災害に強い交通ネットワークの構築 

H22 H23 H24 H25 H26～

▼P60

▼P64

▼P64

▼P64

▼P64

▼P64

湾口防波堤等整備事業

（再掲）

三陸復興道路整備事業

ヷ復興道路整備事業（直

轄）

三陸復興道路整備事業

ヷ復興道路整備事業（改

築）

三陸復興道路整備事業

ヷ復興道路整備事業（災

害防除）

三陸復興道路整備事業

ヷ復興道路整備事業（橋

梁耐震化等）

三陸復興道路整備事業

ヷ復興支援道路整備事業

（災害防除）

県 復興道路として、内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横

断軸の高規栺幹線道路等について、落石対策等の

道路防災対策を実施

〔対象路線〕

ヷ宮古盛岡横断道路（国道106号）

事業主体

復興支援道路として、内陸部から沿岸各都市等に

アクセスする道路及び横断軸間を南北に連絡する

道路、インタヸチェンジにアクセスする道路につ

いて、落石対策等の道路防災対策を実施

〔対象路線〕

ヷ内陸部から沿岸各都市等にアクセスする道路：

12路線

ヷ横断軸間を南北に連絡する道路：２路線

事業名
実施年度

津波により被災した航路や泊地の応急的な啓開作

業、倒壊した防波堤や沈下した岸壁の復旧等によ

る港湾の機能回復

ヷ対象港湾：６港（久慈港、宮古港、釜石港、大

船渡港、八木港、小本港）

事業概要

復興道路として、三陸沿岸地域の縦貫軸と内陸部

と三陸沿岸地域を結ぶ横断軸の高規栺幹線道路等

の整備を促進

〔対象路線〕

○縦貫軸

ヷ三陸縦貫自動車道

ヷ三陸北縦貫道路

ヷ八戸ヷ久慈自動車道

○横断軸

ヷ東北横断自動車道釜石秋田線

ヷ宮古盛岡横断道路（国道106号）

東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

（直轄）（再掲）

県東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

（再掲）

東日本大震災で被災を受けた県が管理する道路、

河川等の公共土木施設の復旧ヷ整備

ヷ432箇所

東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ河川等災害復旧事業

（代行）（再掲）

国

東日本大震災社会賅本復

旧事業

ヷ港湾災害復旧事業

東日本大震災で被災を受けた国が管理する道路等

の公共土木施設の復旧ヷ整備

ヷ国道45号、一級河川北上川ほか

国

県 東日本大震災で被災を受けた市町村が管理する道

路等の公共土木施設の県代行による復旧整備

ヷ12市町村

県 復興道路として、内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横

断軸の高規栺幹線道路等の整備を推進

〔対象路線〕

ヷ宮古盛岡横断道路（国道106号）

県 復興道路として、内陸部と三陸沿岸地域を結ぶ横

断軸の高規栺幹線道路等について、橋梁の耐震化

や補修等を実施

〔対象路線〕

ヷ宮古盛岡横断道路（国道106号）

津波によって倒壊した湾口防波堤の早期復旧を図

るとともに、現在整備中の湾口防波堤等の整備を

促進

ヷ湾口防波堤の復旧：２箇所（釜石港、大船渡

港）

ヷ湾口防波堤等の整備：２箇所（久慈港、宮古

港）

国

県

県

 

３つの原則 

「安全」の確保 交通ネットワーク 
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 構成事業の概要と実施年度 

H22 H23 H24 H25 H26～

▼P64

▼P64

▼P64

▼P64

▼P64

▼P64

三陸復興道路整備事業

ヷ復興関連道路整備事業

（代行）

三陸復興道路整備事業

ヷ復興支援道路整備事業

（橋梁耐震化等）

三陸復興道路整備事業

ヷ復興関連道路整備事業

（災害防除）

三陸復興道路整備事業

ヷ復興関連道路整備事業

（橋梁耐震化等）

（仮称）三陸鉄道復旧整

備事業（仮称）

▼P59

事業概要
実施年度

県

県 復興関連道路として、防災拠点（役場、消防等）

や医療拠点（二次ヷ三次救急医療施設）へアクセ

スする道路及び水産業の復興を支援する道路につ

いて、橋梁の耐震化や補修等を実施

〔対象路線〕

ヷ防災･医療拠点へのアクセス道路：８路線

ヷ水産業の復興を支援する道路：14路線

復興支援道路として、内陸部から沿岸各都市等に

アクセスする道路及び横断軸間を南北に連絡する

道路、インタヸチェンジにアクセスする道路につ

いて、橋梁の耐震化や補修等を実施

〔対象路線〕

ヷ内陸部から沿岸各都市等にアクセスする道路：

12路線

ヷ横断軸間を南北に連絡する道路：２路線

県

県

事業主体

県

事業名

災害時等に緊急支援物賅の取扱いや企業活動の再

開を早急に行うため、耐震強化岸壁等の整備によ

る機能拡充や港湾利用者が津波から安全に避難で

きる施設の整備を検討

ヷ港湾施設機能強化：４港（久慈港、宮古港、釜

石港、大船渡港）

復興関連道路として、防災拠点（役場、消防等）

や医療拠点（二次ヷ三次救急医療施設）へアクセ

スする道路及び水産業の復興を支援する道路につ

いて、落石対策等の道路防災対策を実施

〔対象路線〕

ヷ防災･医療拠点へのアクセス道路：８路線

ヷ水産業の復興を支援する道路：14路線

道の駅の防災機能の拡充を図り、災害時等の防災

拠点化を推進

ヷ県管理道路沿線の道の駅：20箇所

県

三陸復興道路整備事業

ヷ復興支援道路整備事業

（改築）

港湾施設機能強化事業 県

県

道の駅防災機能強化推進

事業

三陸復興道路整備事業

ヷ復興関連道路整備事業

（改築）

復興関連道路として、宮古市道北部環状線につい

て、県が代行整備を実施

〔対象路線〕

ヷ防災拠点ヷ医療拠点へのアクセス道路：宮古市

道北部環状線

復興支援道路として、内陸部から沿岸各都市等に

アクセスする道路及び横断軸間を南北に連絡する

道路、インタヸチェンジにアクセスする道路につ

いて、交通支障箇所の改築等を実施

〔対象路線〕

ヷ内陸部から沿岸各都市等にアクセスする道路：

12路線

ヷ横断軸間を南北に連絡する道路：２路線

復興関連道路として、防災拠点（役場、消防等）

や医療拠点（二次ヷ三次救急医療施設）へアクセ

スする道路及び水産業の復興を支援する道路につ

いて、交通支障箇所等の改築等を実施

〔対象路線〕

ヷ防災･医療拠点へのアクセス道路：８路線

ヷ水産業の復興を支援する道路：14路線

国、県、市

町村

甚大な被害を受けた三陸鉄道の復旧に係る貹用に

ついて、国庨補助制度を活用し、三陸鉄道㈱に対

し補助金を交付

ヷ丌通区間の復旧：北リアス線陸中野田ヸ小本、

南リアス線全線
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